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日影による中高層建築物の高さの制限（「日影規制」といいます）は、おもに住宅地の日照を確

保することにより、良好な居住環境を保つことを目的としています。この規制により中高層建築物

の落とす影は下表のように制限されます。 

【 表 - 板橋区の日影規制の基準 】 

用途地域 
規制される 

建築物 

規制される日影時間 

規制値 

 

規制される範囲 

(敷地境界線からの水平距離) 

測定水平面 

（平均地盤面 
からの高さ） ５ｍを超える範囲 １０ｍを超える範囲 

第一種 
低層住居専用地域 

軒高が７メートルを
超えるか、または地
上３階以上の建築物 

(一) ３時間以上 ２時間以上 
1.5 メートル 

(二) ４時間以上 ２.５時間以上 

第一種・第二種 
中高層住居専用地域 

高さが 10 メートル
を超える建築物 

(一) ３時間以上 ２時間以上 
４メートル 

(二) ４時間以上 ２.５時間以上 

第一種住居地域 
第二種住居地域 
準住居地域 
近隣商業地域 
準工業地域 

高さが 10 メートル
を超える建築物 

(一) ４時間以上 ２.５時間以上 

４メートル 
(二) ５時間以上 ３時間以上 

※ 日影規制のない地域でも、高さが１０ｍを超え対象区域内に影を落とす場合は、日影が規制されます。 
 

【日影規制の概要（日影規制の考え方）】 

○規制日時… １年で最も太陽位置が低く影が長くなる、冬至の日の午前８時から午後４時までの８時間 

にできる日影が規制対象です。 

○測定水平面…平均地盤面からの高さで、第一種低層住居専用地域では地上 1.5ｍ（１階の窓の高さ）、 

（測定面） その他の地域では４ｍ（２階の窓の高さ）です。（下図は４ｍの例です。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○日影時間と規制ライン・・・ 

測定水平面において 

①敷地境界線から水平距離で５ｍを超えて 

１０ｍ以下の部分 

②１０ｍを超える部分 

それぞれの部分（領域）に規制時間以上建物の影

を生じさせてはいけません。 

具体的には、冬至の日の８時～１６時まで（＝規

制日時）の太陽の動きにより、建物の落とす影がど

のように動くかをシミュレーションする「日影図」

を作成し検討します 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

■例＿日影規制が３時間－２時間 (測定面４m)の

場合、４ｍの測定面において、①の部分は３

時間以上、②の部分は２時間以上建物の日影

を生じさせてはいけません。 

 

 

 

 

７ 日 影 規 制 

▼敷地境界線 

測定水平面 

▼ 

４ｍ 

10ｍを 

超える 

建物 

測定水平面に落ちる影の長さ 

⇒真北 

影 

▼平均地盤面 
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建物が密集する市街地を火災から守るため、建物を燃えにくい構造にする必要があります。

そのため、板橋区内は原則、商業地域や幹線道路沿いなどは「防火地域」に、それ以外は 

「準防火地域」に指定されています。 

（１）防火地域・準防火地域 

  防火・準防火地域内の建物は、階数や面積によっては「耐火建築物（鉄筋コンクリート

造や鉄骨造などで、一定の耐火性能を有したもの）」や、「準耐火建築物（鉄骨造や木造

などで、一定の準耐火性能を有したもの）」にしなければなりません。 ※注１ 

【防火地域・準防火地域内の建築制限】  

       

      構 造 

規 模 

耐火建築物としなけ 

ればならないもの  

※注3 

準耐火建築物としなけれ

ばならないもの   

※注3 

その他の構造でも 

建築できるもの 地
域 

防
火
地
域 

階    数 階数３以上のもの 階数２以下で、かつ 

延べ面積が 100㎡ 

以下のもの 

不   可 延べ面積  ※注２ 

(階数にかかわらず) 
100㎡を超えるもの 

準
防
火
地
域 

階    数 
階数４以上のもの 

（地階を除く） 

階数３（地階を除く）

で延べ面積が1500㎡

以下のもの又は階数2

（地階を除く）以下で

延べ床面積が500㎡

を超え1500㎡以下の

もの 

階数２（地階を

除く）以下で

500㎡以下のも

の※注4 延べ面積  ※注２ 

(階数にかかわらず) 
1500㎡を超えるもの 

 
※注１  このほか、建物の用途（共同住宅・病院などの特殊建築物）・規模によっても耐火建

築物・準耐火建築物にしなくてはならないこともあります。 

※注２  延べ面積とは、建物の各階の床面積の合計です。 

※注３  ただし、当該建築物が通常の火災による周囲への延焼を防止することができる時間

（以下、延焼防止時間という。）を算出し検討することで、耐火建築物、準耐火建築物

にする必要はありません。 

※注４  延焼のおそれのある部分の開口部は防火戸とする必要があります。ただし、木造建築

物については、外壁、軒裏に防火構造（木造でも、一定の防火性能を有す構造）が求め

られます。このほか、延焼防止時間による検討でも建築が可能です。 

（２）新たな防火規制について 

    防火・準防火地域内の建築制限のほか、災害に強い安全なまちづくりを推進するため、

東京都建築安全条例に基づき「新たな防火規制」が制度化されました。 

【新たな防火規制区域内の建築制限】 

・原則として、すべての建物は準耐火建築物以上 
・延べ面積が５００㎡を超えるもの、または地階を除く階数が４以上のものは耐火建築物 

 

 

 

板橋区では用途地域（P５参照）のほか、特定の地域の環境保護を図るため、特別用途地区制

度のひとつである「特別工業地区（第一種・第二種）」の指定があります。この地区内では、

近隣に環境悪化をもたらすおそれのある工場などは、板橋区の条例により制限されます。 

・第一種特別工業地区…工業地域内で環境悪化をもたらすおそれがある工場などを制限 

・第二種特別工業地区…準工業地域内で環境悪化をもたらすおそれがある工場などを制限 

 

８ 防火地域・準防火地域など 

９ 特別用途地区(特別工業地区) 
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（１）採光・換気 

   住宅、共同住宅や下宿などは、住む人の健康や衛生のため、居室内の採光や換気に有効な

窓その他の開口部が原則必要です。 

①採光 

住宅居室の採光のため有効な窓の面積は、その居室の床面積の１／７以上必要です。ただ

し、窓と隣地境界までの間が、定められた一定の距離以上離れていないと採光に有効な窓と

認められません。 

②換気 

居室の換気のため有効な窓の開口部面積は、その居室の床面積の１／２０以上必要です。

ただし、これに変わる技術基準を満たす換気設備があり、衛生上支障がない場合もありま

す。 

また、ガスレンジ・瞬間湯沸かし器・風呂ガマといった火気を使用する台所や浴室などで

は、廃ガスや汚れた空気を排気する換気扇などを設けるとともに、直接屋外から新鮮な空気

を取り入れる給気口も忘れずに設置しましょう。 

なお、火気を使用する台所や浴室などは、防火上支障ないように、天井・壁などの仕上げ

を燃えにくい材料（準不燃または不燃材料）を使用しましょう。 

  

（２）シックハウス 

近年、建物内の内装材などから発生する化学物質が引き起こす健康被害（中毒、アレルギ

ー、化学物質過敏症など）が「シックハウス症候群」として問題になっています。こうした

シックハウス症候群を防止する対策として、建築基準法が改正され平成１５年から施行され

ています。なお、規制対象の化学物質は、ホルムアルデヒド及びクロルピリホスです。 

①ホルムアルデヒド対策 

その１ ホルムアルデヒド添加建材の使用制限 

その２ 原則全ての居室に２４時間換気設備の設置の義務付け 

その３ 天井裏などの制限（発散量の少ない建材の使用または換気設備の設置など） 

②クロルピリホスの添加建材の使用禁止 

注）お子さんやご高齢の方、化学物質に過敏な方などは、規制対象の化学物質以外でも、健康

被害を被ることもあります。気になる方は、建物に使用する建材・塗料などについて、専門

家によく相談して決めましょう。 

 

 

 

１０ 建物の設備・構造 
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  毎年つゆ時から台風の季節にかけて、がけ崩れが心配されています。長雨や集中豪雨で地盤

がゆるみ、若しくは将来大きな地震がきて、がけ・よう壁などが崩れれば、人命や財産に深刻

な被害をもたらします。そこで、いざというときのため安全なよう壁をつくることが望まれま

す。また、がけに対する認識を高め、もしものことがあった場合でも安全に避難できるよう、

日頃から心がけておくことも大切です。 

 

（１）がけ・よう壁 

①くずれやすいがけ・よう壁 

   【がけの場合】  

     ＊切り崩されたまま放置されていたり、斜面に亀裂がある 
     ＊わき水があったり、雨水が大量にあつまる 
     ＊近くのがけが崩れたことがある 

   【よう壁の場合】 

     ＊万年塀や、土留用でないブロックや石・コンクリート塊で造られている 
     ＊石積・土留用のコンクリートブロック造でも、勾配が不足している 
     ＊亀裂があったり、ふくらんでいたり、老朽化が進んでいる 

②危険性の高いがけ、よう壁です 

【継ぎ足しよう壁】 【地盤の悪いよう壁】 【がけ上のよう壁】 

 

 

【良いよう壁と悪いよう壁】 

よう壁の基礎部分は、がけの下端から 

角度３０°以下の安定したところまで

くるように築造しましょう。 

 

  【がけと建物の関係】 

建物は、がけの下端からがけの高さの

２倍以上離しましょう。 

 

 

１１ がけ・よう壁・ブロック塀など 

よう壁の基礎部分は

30°以下の部分にし

な け れ ばな りま せ

ん。 

※がけの高さを 3.0ｍとした場合 
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③安全なよう壁のつくりかた 

※がけ上の地表面は、雨水などの浸透を防ぐため舗装するなどの処置をするか、排水溝を設けましょう。 

  

注意：高さ２ｍを超えるよう壁は「工作物」として、建築基準法により建築確認申請が必要です。 

 

（２）がけに近接して建物を建てる時は 

①がけに近接して建物を建てる時は・・がけの安全性を確認しましょう。 

   ＊安全ながけの例 【図－１】【図－２】 

②がけの安全性を確認できない場合・・次のような方法で建物を安全に建てて

ください。 

   ＊がけの下に建築する場合は、がけの崩壊に対して安全であるように、建物を鉄筋コンクリー

ト造などにする。【図－３】 

   ＊がけのうえに建築する場合は、建物の荷重などが、がけ又はよう壁に影響を与えないような

基礎を築造するか、杭などを打つ。【図－４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【よう壁用コンクリートブロックまたは 

        間知
けんち

石積みのよう壁の場合】 

【鉄筋コンクリートのよう壁の場合】 

地盤 

裏込栗石又は透水マット 

裏込栗石又は透水マット 

栗石転圧等 栗石転圧等 

不透水処理 不透水処理 
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（３）宅地造成工事規制区域 

板橋区内には、「宅地造成工事規制区域」が指定されている場所があります。この区域では、

宅地造成等規制法が適用され、宅地の造成によるがけ崩れなどの災害を防止するため、一定規模

以上の宅地の造成工事（切土・盛土）は規制され、事前に許可申請手続きを必要とします。 

 ◆詳しくは・・・都市計画課・開発計画係 電話３５７９－２５５７ 

 

（４）土砂災害警戒区域 

 板橋区には、東京都により渓流や斜面及びその下流などの地形、地質、土地利用状況等につい

て調査を行い、土砂災害の恐れのある区域等を「土砂災害警戒区域」及び「土砂災害特別警戒区

域」に指定されている場所があります。 

 

① 建築確認申請における建築物の構造規制  

(土砂災害に対して安全性を確保する必要があります) 

     土砂災害特別警戒区域内（以下、特別警戒区域）では、住民などの生命または身体に著しい危害

が生ずるおそれがある建築物の損壊を防ぐために、急傾斜地の崩壊などにともなう土石等が建築物

に及ぼす力に対して、建築確認申請の際に、建築物の構造が安全なものに設計する必要があります。 

（建築基準法施行令第 80 条の 3） 

◆詳しくは・・・建築指導課・構造審査係 電話３５７９－２５７９ 

              意匠審査係 電話３５７９－２５７３ 

※地域の指定に関するお問い合わせ 

・・・防災危機管理課・計画推進係 電話３５７９－２１５９ 

 

② 特別警戒区域内での開発行為は制限を受けます。 

 ◆詳しくは・・・都市計画課・開発計画係 電話３５７９－２５５７ 

 

（５）安全なブロック塀・石垣 

    ブロック塀や石垣は容易に設計されたり施工されたりしがちですが、地震によって塀などが

道路に倒れると思わぬ事故を引き起こすばかりでなく、避難や救助・消火活動の障害になりま

す。ブロック塀や石垣を造るときは、十分注意して施工してください。 

＊塀の高さは、高すぎないよう一般的なブロック塀で１．２ｍ以下が望ましいです。１．２ｍを超

える場合は控え壁が必要になります。（特に軟弱な地盤の所では１ｍ以下が安全です） 

＊道路に面するブロック塀は①厚さ１５cm 以上のものを使用のうえ鉄筋を入れ補強し、②基礎は鉄

筋コンクリート造とし、基礎下が排水溝の下（３０cm 程度）までくるようにしましょう。 

＊塀は建物に接近すると控壁がとれませんので、建物から５０cm 以上離しましょう。 

＊ブロック塀や石垣に鉄製のフェンスなどを取り付けると塀の安全性を損ないます。フェンスの取

り付けにはそれなりの対策が必要です。 

＊間知ブロック、石積、コンクリートなどの土留め擁壁の上に塀をつくることは危険です。塀を上

部につくる場合は、擁壁などから十分に離して設置してください。 
 

※接道部緑化助成について 

 道路沿いに生垣等をつくる場合、区から工事費の助成が受けられる場合があります。 

◆詳しくは・・・土木部・みどりと公園課・みどり推進係  電話３５７９－２５３３ 
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  建築工事は法律に定められた基準に従い、近隣の迷惑にならないように進める事が大切です。 

工事監理者・工事施工業者と十分話し合い、トラブルが起きないよう注意してください。 

 

（１） 工事を行うにあたって 

  ①工事監理者の選定 

    建物の工事が建築確認書（設計図書）のとおりに行なわれているかをチェックすることを工

事監理といいます。一定規模以上の建物の工事は「工事監理者」を定める必要があります。 

    「工事監理者」は、建物の品質確保や欠陥工事をなくすために、あなたの建物を監理してく

れます。建築する建物の用途・構造・規模に応じた有資格者（一部建物を除き一級建築士、二

級建築士、または木造建築士などの建築士でなければ、設計および工事監理ができません）を

慎重に選んでください。 

 

  ②工事現場の危害防止 

    建物の工事現場では、物の落下や地盤の陥没により隣家に被害をあたえたり、通行人にケガ

をさせたり、思わぬ事故が起こることがあります。災害を未然に防ぐため、建築主や工事監理

者・工事施工業者の方は、十分注意を払い工事現場の危害防止に努めて下さい。 

     ＊第三者の現場立ち入りによる事故を防ぐため、工事現場の周囲には、

          高さ 1.8 ｍ以上の仮囲いを設けてください。 

     ＊土地の根切工事では、適切な山留め（土留め）などを行い、隣家な 

           どの被害を防ぐとともに地下埋設物（ガス管、水道管、ケーブル線

            など）を破損しないように注意してください。 

     ＊落下物を防ぐため鉄網、保護シート等を設置してください。 

     ＊特に大きな作業用機械を使う解体作業、掘削作業、杭打ち作業、コ 

           ンクリート打設作業などの際には、誘導員を配置するなど、隣家や

            通行人にも配慮し危害防止に努めましょう。 

     ＊工事車両の違反駐車はしないでください。 

 

③工事時間について 

    工事時間は早朝や深夜などの時間は避け、常識的な時間内に 

行い、騒音などにより近隣に迷惑をかけないようにしましょう。 

   ※騒音規制法・振動規制法・東京都環境確保条例で、騒音・振動 

などの規制を受ける場合があります。 

   ◆詳しくは…環境政策課・生活環境保全係 電話３５７９－２５９４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 工事の前に 
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（２）建設リサイクル法 

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（通称、「建設リサイクル法」といい

ます。）が平成１４年に施行されました。特定建設資材（※１）を用いた解体工事、または

特定建設資材を使用する新築工事などで一定規模以上の工事（対象建設工事※２）を行う場

合には、特定建設資材の現場分別と再資源化などが義務づけされています。 

対象建設工事の発注者（工事の注文者）または自主施工者（請負契約によらないで自ら施

工する者）は、着手する日の７日前までに、区に届出が必要です。 

※１ 特定建設資材・・・①コンクリート、②コンクリ－トおよび鉄からなる建設資材、③木材、 

④アスファルト・コンクリート 

※２ 対象建設工事（リサイクルの対象となる工事） 

！ 建築工事の廃材は、有害物を含んでいる場合があります。処理する場合は産業廃棄物として法的

処理方法で処分してください。 

！ 解体工事の際には近隣にあいさつし、粉塵などで迷惑をかけないよう配慮しましょう。 

対象建設工事の種類 規模の基準 

建物の解体工事 床面積の合計    ８０㎡以上 

建物の新築・増築工事 床面積の合計   ５００㎡以上 

建物修繕・模様替えなど（リフォームなど） 請負代金の額    １億円以上 

建物以外の工作物の工事（土木工事など） 請負代金の額  ５００万円以上 

◆詳しくは・・・建築指導課・監察・調査係 電話３５７９－２５７８ 

 

（３）近隣への気くばり 

   建築工事に着手する前に、ご近隣にあいさつ

をし、工事内容などを説明することは大切です。

これだけのことをうっかり忘れたため、思わぬ

トラブルが起こることも････。ご近隣とのトラ

ブルを未然に防ぎ、工事後も良好な近隣関係を

保ちながら住みたいものです。 

   さて、民事（民法）上のことは建築行政が直

接関わることはできませんが、相隣関係のルー

ルを守りトラブルにならないよう、参考までご

紹介します。 

   
  ①隣地と接した土地で工事を行う場合 

    敷地境界付近で塀や建物の建築工事をする時は、隣地の方々と十分話し合いましょう。 

  ②雨水などについて 

雨水が隣地に注ぎ込むような屋根は、隣地に迷惑をかけることになります。また、東京は比較的

雪が少ないですが、大雪が降ったとき、隣地との距離や屋根の傾斜などによっては隣家に被害を及

ぼすこともあります。計画の際は十分注意しましょう。 

また、高低差がある土地では、敷地に降った雨水が隣地に流れこむ場合があります。お互いに迷

惑にならないよう敷地内で雨水処理をしましょう。 

  ③プライバシ－について 

    隣家に面したところに窓や縁側があると、お互いの家の中が見え、気まずい思いをします。窓など

の位置をずらすか、目かくしを付けるなど相互の居住環境を守りましょう。 

  ④境界附近の建築に関すること 

    建物の建築の際、隣地境界から保つべき距離を定めている規定（民法２３４、２３６条）もありま

す。 

※もし、民法上のトラブルが生じ相談ごとのある場合は、区の区民相談室（電話で予約制）

にて、専門の相談員が助言やアドバイスをしています。（法律相談・建築相談・不動産取

引相談などもあります。） 

◆詳しくは・・区民相談室 電話３５７９－２２８８（情報処理センター４階）  

 



１８ 

 

 

（１）住宅の品質確保の促進等に関する法律 

平成１２年より、住宅の品質確保の促進等に関する法律(品確法)が施行されました。 

この法律は、「基本構造部分などの１０年間の瑕疵担保（かしたんぽ）責任の義務化」、

  「住宅性能表示制度」、「住宅専門の紛争処理体制の整備」の３つの柱からなっています。 

①「瑕疵担保責任」 

新築住宅の売買・請負契約において、基本構造部分（基礎や柱・梁等の構造耐力上主要な部分

と屋根や外壁・サッシ等の雨水の浸入を防止する部分）について 10 年間の瑕疵担保責任（修理や

補修の請求権等）が、工事請負人および売り主側に義務付けられています。 

②「住宅性能表示制度」 

住宅の性能を比較できる性能表示基準（９項目）の設定や、客観的に性能を評価できる第三者

機関を設置し、住宅の品質の確保を図ります。この制度を利用することで、住宅の建築や購入の

際に、その住宅の性能水準を客観的に知ることができます。また、他の住宅との比較もしやすく

なります。（費用は自己負担） 

③「住宅専門の紛争処理体制」 

  保証住宅の保証者（登録業者）と被保証者（住宅取得者）との間で保証責任について意見が異

なる場合、当事者の申請により、法律や建築の専門家で構成される保証事故審査会の審査を受け

ることができます。（費用は自己負担） 

  ◆問合・・・・・・詳しくは、財団法人 住宅保証機構 電話 ０３（３５８４）５７４８ 

（２）定期調査・検査報告について 

   定期調査・検査報告は、建物や設備を適切に維持保全するため、

有資格者に調査・検査を依頼し、その結果を区に報告するもので

す。継続的に維持管理を行い、重大な事故がおきないようにしま

しょう。定期調査・検査報告の種類としては、４種類あります。 

・特定建築物（百貨店・病院・飲食店・共同住宅など  ）  

・防火設備 （随時閉鎖又は作動できるもの      ） 

・建築設備 （上記の特定建築物に設けられるもの   ）  

・昇降機  （ホームエレベータを除く        ） 

        ◆詳しくは・・・建築指導課・設備審査係 電話３５７９－２５７７ 

                  

（３）建物の落下物の点検について 

   台風や地震の発生により、窓ガラス・外壁タイル・外壁モルタルなどの外装材や、屋外広

告物・壁掛型ク－ラ－などの落下事故がおきています。また、平常時でも、それらの落下に

より通行人が負傷する例もあり、その安全対策が指摘されています。安全管理のため定期的

に点検して、異常がある場合は専門家に調査を依頼し改善しましょう。 

＊ひび割れや部分的落下はないか、ふくらんでいるところはないか、窓枠に近いところを硬いもので

たたくと、異常な音がしないか 

＊壁掛型ク－ラ－や、屋外広告物の支持ボルトなどに、錆（サビ）やゆるみがないか 

＊固定型の窓ガラスや、ガラスの固定を硬いパテで行っていないか 

（４）建物の耐震改修の促進 

   建築物の所有者は、地震に対する安全性に係る建築基準法などの規定に適合しない時は、

耐震診断をして必要に応じ耐震改修を行うよう努めなければなりません。 

 なお、区では次のような支援を行っていますので、お気軽にご相談ください。 

①鉄骨造・鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造（プレハブ造は除く）の建築物に

 ついては、耐震診断経費の一部助成を行っています。 

②木造住宅については、誰でもできる簡易耐震診断のてびき（一般的な木造住宅での耐震の

 目安となります。）をお配りしています。また、専門家による耐震診断経費の一部助成、

 その結果に基づく耐震改善工事費用の一部助成を行っています。 

  ◆詳しくは・・・建築安全課・建築耐震係 電話３５７９－２５５４ 

１３ 建物を安全で快適に使用するために 
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◆業務案内                   電話番号３５７９－○○○○（直通） 

窓口 業 務 内 容 問い合せ先 

建 

築 

指 

導 

課 

（
北
館
５
階
⑯
番
） 

・建築計画概要書の閲覧に関すること（平成９年以降のもの） 
・住宅用家屋証明（保存登記など登録免許税の軽減の際に使用）の発行 
・建築関係の諸証明の受付、交付、手数料の徴収に関すること 
・租税特別措置法に基づく優良住宅などの認定に関すること 

建築庶務係 
２５７１ 

・建築基準法に基づく道路の調査に関すること 
（区道に関することについては、南館５階㉕番・土木部管理課土木管理係まで） 

・建築基準法に基づく道路の指定、廃止および変更に関すること 

道路調査係 
２５７６ 

・建築物・工作物の確認、許可、認定に関すること            
・福祉のまちづくりに関すること 
・中間検査および完了検査に関すること 
・用途地域などの照会に関すること 
・地区計画、沿道地区計画、建築協定に関すること 

意匠審査係 
２５７３ 

・建築物などの構造の審査および指導に関すること 
・建築物等の防災指導およびがけ、擁壁に関する指導に関すること 
・耐震改修促進法の認定に関すること 
・液状化、ボーリングデータの閲覧に関すること 

構造審査係 
２５７９ 

・昇降機および建築設備の審査および指導に関すること 
・昇降機、建築設備および特定建築物等の定期調査・検査報告・概要書に関すること 
・建築物の省エネルギー計画書の届出に関すること 
・低炭素建築物の認定に関すること 

設備審査係 
２５７７ 

・違反の建築物および工作物の取締り、処分に関すること 
・風俗営業許可申請に係る営業建築物に対する意見に関すること 
・建築工事現場の危害防止に関すること 
・建設工事の資材の再資源化（リサイクル）の届出に関すること 
・長期優良住宅の認定に関すること 

 
 
監察・調査係 

２５７８ 

建
築
安
全
課 

(

北
館
５
階
⑪
番) 

・法４２条２項道路の細街路拡幅整備事業に関すること 細街路整備係  ２５６５ 

・大規模建築物等指導要綱・小規模住戸が集合する建築物条例(略称) 集合住宅指導係  ２５６４ 

・建築物の耐震化助成に関すること 
・ブロック塀等の調査、指導に関すること 

建築耐震係 ２５５４ 

・老朽家屋、空家等の調査、指導に関すること 老朽建築物対策係 ２５７４ 

都
市
計
画
課 

(

北
館
５
階
⑮
番) 

・開発行為（都市計画法第２９条）に関すること 

・土地区画整理施行すべき区域・宅地造成工事規制区域に関すること 
・雨水流出抑制対策（雨水浸透）の指導に関すること 

開発計画係 ２５５７ 

・都市計画道路に関すること＜計画道路の計画線指導(国及び東京都管轄除く)など＞ 

・都市計画公園・都市計画緑地に関すること 交通企画都市基盤係 ２５４８ 

・板橋区景観計画に関すること 都市景観係 ２５４９ 

まちづくり調整課 
(北館５階⑬番) 

・大山駅周辺西地区のまちづくりに関すること 
（再開発事業、不燃化特区不燃化建替え助成など） 

大山まちづくり第一係 
大山まちづくり第二係 

２４４９ 

・不燃化特区不燃化建替え助成に関すること 
（大谷口一丁目周辺地区） 

・都市防災不燃化促進事業 
不燃化まちづくり係 ２５７２ 

地区整備課 
(北館５階⑫番) 

・上板橋駅南口駅前地区のまちづくりに関すること 
・板橋駅西口周辺地区のまちづくり関すること 

（地区計画、板橋駅西口地区市街地再開発事業） 

・板橋駅板橋口地区の再開発事業に関すること 

上板橋駅南口係 
板橋駅周辺係 

２５５６ 
 

鉄道立体化推進課 
(北館５階⑫番) 

・大山駅の駅前広場（区画街路第 9 号）に関すること 
・東武東上線大山駅付近の連続立体交差事業に関連する 

 鉄道付属街路第５・６号線に関すること 

鉄道立体化推進係 

大山駅前広場整備係 
２５８７ 

土木部管理課 
(南館５階㉕番) 

・公道(区道)について 
・公道･水路などの官民境界の確定または確認 
（国道は東京国道事務所、都道は東京都第四建設事務所） 

土木管理係 
境界確定係 

２５０４ 
２５０７ 

環境政策課 
(北館７階⑫番) 

・建築工事に伴う騒音・振動の規制（届出）、土壌汚染調査
に関すること、工場等の設置に関すること 

・雨水浸透桝の設置に関すること 

生活環境保全係 
 
自然環境保全係 

２５９４ 
 

２５９３ 

住宅政策課 
(北館５階⑭番) 

・住宅に関する各種関係機関・部署等のご案内 住宅政策推進係 ２１８６ 
・中高層建築物の紛争の相談、調整に関すること 
（中高層建築物紛争予防条例） 

建築紛争相談係 ２５６１ 

みどりと公園課 
(南館５階㉒番) 

・緑化促進・助成（緑化条例） みどり推進係 ２５３３ 

区民相談室 
(情報処理センター

４階) 

・不動産の売買・賃貸借契約・工事請負・登記などについ
て、弁護士、司法書士、建築士など専門相談員が無料で相
談（※内容により曜日指定あり。予約制で電話受付.） 

区民相談室 ２２８８ 

１４ 建築関係の問い合せ先 



２０ 

戸籍住民課 
（南館 1 階） 

・住居表示の届出に関すること 
（建物の住所の付定、青色のプレートの交付など） 

住民台帳係 ２２０７ 

 
◆登記、税金および土地の価格のお問い合せ先 

登記のこと 東京法務局板橋出張所 
板橋 1-44-6 登記コールセンター ℡5768-2349 
※電話によるお問合せは、豊島・板橋 

都税（不動産取得税・固定資産税など）
のこと 

板橋都税事務所 大山東町４４‐８    ℡ 3963‐2111 

国税（登録免許税など）のこと 板橋税務署 大山東町３５‐１    ℡ 3962‐4151 

路線価のこと 同上 同上 

土地の標準価格（地価公示価格・基準地価格）のこと 区・都市計画課・調整・都市基盤 DX 係 ℡ 3579‐2566 

 
（※その他、詳しい関係協議先につきましては、別途お問い合わせください。） 
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古紙配合率 100%、白色度 70% 

の再生紙を使用しています 
 


